
特殊詐欺等の消費者被害における
心理・行動特性に関する研究

令和５年3月15日
消費者庁新未来創造戦略本部



プロジェクトの背景と目的

 2021年の全国での特殊詐欺認知件数は14,498件
（徳島県：39件）、被害額は282.0億円（徳島県：1.3億円）、
高齢者を中心に被害が高い水準で発生

 詐欺的手口に関する高齢者の消費生活相談件数も上昇傾向
 特殊詐欺等の詐欺的手口による消費者被害を防ぐ対策が重要

問題意識・課題

特殊詐欺の認知状況の変化（全国）

被害者の年齢・性別構成（全国）（2021年）

 被害に遭いやすい人の特徴・傾向を解明し、特殊詐欺被害防止
に資する効果的周知・広報を提案

 情報提供者の特徴・傾向を解明し、地域住民が情報提供しやす
くなる効果的周知・広報を提案

成果イメージ・効果

以下の対象者にアンケート調査を実施
 徳島県警察への被害相談者・情報提供者
 徳島県消費者情報センターへの相談者
 徳島県運転免許センターの講習受講者
 とくしま生協の組合員 等

実施する取組
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アンケート調査の概要

・消費者被害を防ぐための効果的な情報発信の方法を検討することを目的とし、徳島県
警察及び徳島県の協力のもと、特殊詐欺や消費者トラブルについての経験や考え方など
を問うアンケート調査を実施。

・自分は他者と比較してネガティブな事象が起きにくいという「楽観性バイアス」が
消費者被害に与える影響や、消費者被害防止への効果的な情報提供を促す手法について
調査。

・一般消費者
・被害届提出者(消費者被害※に遭い、警察へ被害届を提出した方)
・看破者(詐欺の疑いのある電話やメール等について、警察や消費者センターに情報提供
を行った方)

【概要】

【調査対象者】

2

※本研究では特殊詐欺と消費者トラブルを併せたものを「消費者被害」と定義



調査対象者(1)

とくしま生協組合員（一般消費者）へアンケート調査を実施。

【調査期間】
調査票配布：2022年1月17日（月）～2022年1月21日（金）
調査票回収：2022年1月24日（月）～2022年2月 4日（金）

【調査対象者】
とくしま生協で宅配を利用している組合員

【調査方法】
無記名・選択式質問紙調査
配送担当者が商品配達・カタログ配布時に調査票の配布及び回収を実施

【調査項目】
年齢、性別等の基本的な属性のほか、外出頻度、消費者被害経験、詐欺脆弱特性尺度等消費者の心理・行動特性を問う項目

【対象データ】
配布者数：60,777人
有効回答者数：13,252人
有効回答率：21.8%

対象者数 備考
調査依頼数 60,777
回答者数 16,887 調査への同意があり、１問でも回答のあった調査票

16,887 (1) いずれかの問に無回答
(2) いずれかの問に不正回答
(3) 不正回答と推測される問※を含むもの
（※問4（居住形態）において、「一人暮らし」と「親と同居」両方にチェックがあるもの等）

除外対象データ 3,662 (1)～(3)のいずれかに該当
分析対象データ 13,252 回答者数から除外対象データを減じたもの

→ 分析結果は、中間報告として、2022年11月公表のプログレッシブ・レポートにて報告

【調査の概要】
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調査対象者(2)

運転免許センター等にてアンケート調査を実施。

【調査実施日】
県運転免許センター：2021年11月30日、2021年12月17日、2021年12月21日、2022年1月26日、2022年1月31日、2022年3月15日
県シルバー大学校 ：2021年12月6日、2022年7月16日
ボランティア講座受講者：2022年1月17日
くらしのサポーター･消費者コーディネーター交流会：2022年1月28日
※調査票回収については運転免許センター実施分については未来本部職員が回収、それ以外については徳島県が回収したものを未来本部が後日受領。

【調査対象者】
一般消費者（被害未経験者・被害経験者）

【調査方法】
無記名・選択式質問紙調査

【調査項目】
年齢、性別等の基本的な属性のほか、外出頻度、消費者被害経験、詐欺脆弱特性尺度等消費者の心理・行動特性を問う項目

【対象データ】
調査依頼数：501人
有効回答者数：406人
有効回答率：81.0%

対象者数 備考
調査依頼数 501
回答者数 492 調査への同意があり、１問でも回答のあった調査票

86 (1) 不正回答と推測される問※を含むもの
（※問4（居住形態）において、「一人暮らし」と「親と同居」両方にチェックがあるもの等）

除外対象データ 86 (1)に該当
分析対象データ 406 回答者数から除外対象データを減じたもの

→ 分析結果は2023年３月以降公表予定のリサーチ・ディスカッション・ペーパーにて報告

【調査の概要】
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調査対象者(3)

徳島県警等に協力いただきアンケート調査を実施。

【調査期間】
2021年11月～2022年7月

【調査対象者】
被害届提出者･看破者
（警察に被害届を提出した方や、警察や消費生活センターに不審な電話があった等の相談をした方）
※調査票回収について、県警実施分は県警より受領、消費生活センター実施分については徳島県が回収したものを未来本部が後日受領。

【調査方法】
無記名・選択式質問紙調査

【調査項目】
年齢、性別等の基本的な属性のほか、外出頻度、消費者被害経験、詐欺脆弱特性尺度等消費者の心理・行動特性を問う項目に加え消費者被害の
手口や被害状況、詐欺と見破った状況を問う項目を追加

【対象データ】
調査依頼数：91人
有効回答者数：87人
有効回答率：95.6%

対象者数 備考
調査依頼数 91
回答者数 88 調査への同意があり、1問でも回答のあった調査票

1 (2) 被害届提出者・看破者のどちらの者の回答なのか不明なもの
ただし、欠損値については、完全にランダムな欠損値（LittleのMCAR検定；χ2 (150) = 68.76，
p = .99）であったため、尺度の欠損値数が50%未満の場合、その点における線型トレンドに
より置換した。また、尺度の欠損値数が50%以上の場合や設問が1つで欠損の場合は対象者
自体は除外せず、ペアワイズ除去法を用いて、その尺度や設問の回答は不明とした。

除外対象データ 1 (2)に該当
分析対象データ 87 回答者数から除外対象データを減じたもの

→ 分析結果は2023年３月以降公表予定のリサーチ・ディスカッション・ペーパーにて報告

【調査の概要】
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調査票の内容

設問 対象者 調査項目
問1

回答者全員

年齢

問2 性別

問3 最終学歴

問4 居住形態

問5 外出頻度

問6 消費者被害経験

問7
楽観性バイアス

問8

問9 自己効力感

問10 情報提供・相談の認知

問11 詐欺脆弱性尺度

問12

被害届提出者及び看破者のみ
被害の手口について

問13 被害届提出者の気付き(被害状況)

問14 看破者の気付き(見破った状況)
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使用したアンケート調査票（全員回答）
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使用したアンケート調査票（被害届提出者及び看破者のみ回答）
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分析結果（一般消費者）①

消費者被害の経験について

回答者の14.7%が消費者被害に遭った又は遭いそうになったと回答

消費者被害に遭いそうに
なったことがある

消費者被害に遭いそう
になったことはない

合計

消費者被害に遭っ
たことがある

224人
(1.7%)

63人
(0.5%)

287人
(2.2%)

消費者被害に遭っ
たことはない

1,664人
(12.6%)

11,301人
(85.3%)

12,965人
(97.8%)

合計 1,888人
(14.2%)

11,364人
(85.8%)

13,252人
(100.0%)

被害経験の有無ごとの各変数の統計量【一般消費者の消費者被害経験について】
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消費者被害の有無と
年齢の箱ヒゲ図とバイオリンプロット

・消費者被害経験は、年齢と有意な連関がみられ、年齢が若いほど、消費者被害の経験
がある傾向がみられた。

・楽観性バイアス、情報提供・相談のメリット、情報提供・相談のデメリット、詐欺脆
弱特性と有意な連関がみられたことから、消費者被害の経験がある方ほど、楽観性バ
イアスが強く、情報提供・相談のメリット及びデメリットを高く認識しており、詐欺
脆弱特性は低い傾向がみられた。

消費者被害経験、情報提供・相談の認知と心理・行動特性との関連性
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分析結果（一般消費者） ②



【一般消費者の楽観性バイアスについて】

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

-9
0

-8
0

-7
5

-7
0

-6
5

-6
0

-5
5

-5
0

-4
5

-4
0

-3
5

-3
0

-2
5

-2
0

-1
5

-1
0 -5 0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 10
0

度数

楽観性バイアス

楽観性バイアスが強い方が全体の68.6%、
楽観性バイアスがない方は24.1%、
悲観性バイアスが強い方が7.2%となった。

楽観性バイアスとの連関

年齢 .164(.0001)

性別 .018(.042)

最終学歴 .077(.0001)

居住形態 .033(.0001)

外出頻度 .065(.0001)

消費者被害の経験 .029(.0010)

自己効力感 .107(.0001)

詐欺脆弱特性 .041(.0001)

情報提供・相談のメリット .033(.0001)

情報提供・相談のデメリット -.021(.016)

楽観性バイアスは、年齢、最終学歴、居住形態、
外出頻度、消費者被害の経験、自己効力感と
有意な関係がみられた。

楽観性バイアスのヒストグラム
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分析結果（一般消費者） ③



・消費者被害の経験がある方が、楽観性バイアスが強く、情報提供・相談のメリッ
ト及びデメリットを高く認識しており、詐欺脆弱特性は低い傾向がみられた。

・楽観性バイアスは、年齢とともに強くなっており、詐欺脆弱特性と同様の傾向が
みられた。
楽観性バイアスは、学歴が低いほど強くなり、独居世帯が同居世帯よりも強くな
り、外出頻度が少ない方が強くなる傾向がみられた。

・防護動機理論の観点から、楽観性バイアスが高いと、脅威をアピールする情報
（例：被害の深刻さ）を過小評価し、防護動機（例：自分の身を守ろうと思う）
が低下し、対処行動（例：録音機能付き電話を設置する）が起こりにくいと考え
られている。

・本調査では、楽観性バイアスが高かった者（指標が１以上）が全体の68.6%で
あり、大多数は被害の深刻さを過小評価している可能性があり、楽観性バイアス
に応じて、啓発内容を変える必要性が示唆される。
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考察（一般消費者）



分析結果（被害届提出者・看破者）①

被害届提出者群及び看破者群の各変数の統計量

・被害届提出者は43名（平均年齢61.21歳、標準偏差16.31、女性22
名）。

・この５年の消費者被害経験のあった者は14名、なかった者は29名
であった。この５年の消費者被害未遂経験のあった者は17名、
なかった者は24名、不明は２名であった。

・看破者は44名（平均年齢68.95歳、標準偏差14.81、女性23名）。
・この５年の消費者被害経験のあった者は０名、不明は２名であった。
この５年の消費者被害未遂経験のあった者は19名、なかった者は24
名、不明は１名であった。

【被害届提出者】

【看破者】

・「年齢」「最終学歴」は、被害届提出者の方が
看破者に比べて低かった。

・「性別」「居住形態」「外出頻度」では、統計的
に有意な差はみられなかった。
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・「サービス提供業者」が32.6%で最も多く、次いで「役所職員」が14.0%であった。
・「その他」に回答した８名の詳細は、「インターネットセキュリティ団体」３名、「実兄」、「老人ホームの入
所権を取り扱う介護施設運営会社」、「出会い系サイト」、「通信事業社サポートセンター」、「不明」であった。

・「その他」が29.5%で最も多かった。
・「その他」の詳細は、「米国のIT関連有名企業」３名、「郵便事業所」２名、「老人ホームの入所権を取り扱う会
社及び建築業者」、「ソフトウエア会社のサポート担当者」１名、「地震による家屋損害調査（地震損害保険会
社）」、「通信サービス等料金の請求・回収業者」、「PC・インターネットの修理業者」、「芸能人」であった。

【看破者】

相手が名乗った身分
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【被害届提出者】

分析結果（被害届提出者・看破者）②



「携帯電話・スマートフォン（SMS・電子メール含む）」が46.5%で最も多く、
次いで「固定電話」が20.9%で電話での接触方法が被害者の約67%を占めていた。

「携帯電話・スマートフォン（SMS・電子メール含む））が36.4%で最も多く、
次いで「固定電話」が31.8%で電話での接触方法が看破者の約68.2%を占めていた。

【看破者】

最初の接触方法

【被害届提出者】
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分析結果（被害届提出者・看破者）③



・「留守番電話機能利用者」が22.2%であり、いつも留守番機能を設定しているかは不明であった。
・「電話に応答した理由」について、被害届提出者では１名は不明であった。

・「留守番電話機能利用者」が57.1%であり、８名のうち、３名は「いつも留守番機能を設定」し
ており、２名は「必要に応じて留守番機能を設定」しており、３名は「不明」であった。

・「電話に応答した理由」について、３名は不明であったが、２名は「留守番電話機能を設定しな
かった」、２名は「電話の近くにいた」、１名は「姉がすでに通話していた」であった。

【看破者】

固定電話の防犯機能
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分析結果（被害届提出者・看破者）④

【被害届提出者】



・「電話応答」が38.6%で最も多く、次いで「電話折返」が27.3%であった。
・「その他」に回答した７名の詳細は、「警察に相談した」３名、「何もしていない」２名、
「携帯通信事業社の店舗に確認しに行った」、「SMSのURLをクリックした」であった。

・「電話応答」が39.5%で最も多く、次いで「メール送信」が27.9%であった。
・「その他」に回答した４名の詳細は、「支払い表示のメールに従った」、「URLに
アクセスした」、「消費者センターに相談した」、「電話に出るのを拒否した」であった。

【看破者】

相手の接触に対しての反応
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【被害届提出者】

分析結果（被害届提出者・看破者）⑤



被害届提出者では、「未納料金」が20.9%で最も多く、次いで「権利獲得」（詳細は、「高額当選」
７名、「不明」１名）が18.6%であった。

「未納料金」が29.5%で最も多く、次いで「権利獲得」（詳細は、「高額当選」３名、老人ホームの
入居権関連」が２名、「異性紹介」、「不明」）及び「PCウイルス感染」が15.9%であった。

【看破者】

相手からの説明
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分析結果（被害届提出者・看破者）⑥

【被害届提出者】



「困りごとを解決しなければと思った」が44.2%で最も多く、次いで「後に返金されるという
言葉を信用した（キャッシュカード含む）」が34.9%、「相手の身分を信用した」が32.6%であった。

・「とりあえず電話をした」が22.7%で最も多く、次いで「困りごとを解決しなければと思った」が
20.5%であった。

・「その他」に回答した７名の詳細は、「かかってきた電話に応答したものの犯人の要求には応じな
かった」３名、「コンビニや警察に確認した」が2名、「個人情報を守るという言葉を信用した」、
「スマホの対策アプリが起動した」であった。

【看破者】

犯人からの要求に反応した理由

【被害届提出者】
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分析結果（被害届提出者・看破者）⑦



・相手が名乗る身分、最初の接触方法、相手からの説明内容については、被害届
提出者と看破者で統計的に有意な違いはみられなかった。

・被害届提出者は犯人からの要求に対してとりあえず電話に応答した割合が多い
傾向があるものの、看破者と比較して、固定電話の防犯機能を利用する割合が
少なく、最初の接触に対してメールを送信している割合が多かった。

・犯人からの要求に応答した理由としては、被害届提出者は看破者と比較して、
自分にとって利益があることや後に返金されるといった利益追求の動機付けが
強い傾向があった。

・今後の消費者被害防止の対策として、犯人と接触しない環境整備が急務である。
具体的には、犯人が接触してきた時を想定して、固定電話の防犯機能の周知と
設置を徹底とともに、メール等自分と相手以外の人物以外が介在しにくい連絡
手段で見知らぬ人と接触することを避けることを周知する必要がある。

・利益が得られそうな誘いに接触した時を想定して、誘いの断り方や第三者に相
談する際の具体的な方法を練習する機会を提供し、接触しても咄嗟に対応でき
るようになることも必要である。

20

考察（被害届提出者・看破者）



御清聴ありがとうございました
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